
下記の1、2のいずれかに該当する世帯
1令和5年6月1日時点で、加東市に住民登録が
　あり、世帯全員の令和5年度住民税の均等割
　が非課税の世帯
　※住民税が課税されている者の扶養親族等
　　のみからなる非課税世帯も対象となります。
2令和5年1月から9月までに収入が減少し、1
　の世帯と同じ事情にあると市が認める世帯

◎申請が不要な世帯

■対象世帯1に該当する世帯のうち、次に該当する世帯
　令和3年度、令和4年度に加東市から「住民税非課税
　世帯に対する臨時特別給付金」または「電力・ガス・
　食料品等価格高騰緊急支援給付金」を口座振込で受
　給し、令和5年6月1日時点で世帯主に変更がなかっ
　た世帯

　7月上旬から順次、支給決定通知書をお送りし
ます。通知書に記載の口座に振り込みます。
★記載されている口座以外に振り込みを希望す
　る方は、社会福祉課にご連絡ください。

□市税の納付は、便利な口座振替制度をご利用ください。
□コンビニや、スマートフォン決済でも納付できます。
□納期限を過ぎると、督促手数料と延滞金が発生する場合があります。

問総務財政部税務課(庁舎1階)
　□国民健康保険税について　☎43‐0397　□固定資産税・都市計画税について　☎43‐0395　□納付について　☎43-0398

◎申請が必要な世帯

■対象世帯1に該当する方のうち左記以外の世帯

　7月中旬から順次、支給要件確認書をお送りし
ます。支給要件確認書に必要事項を記入し、同封
の返信用封筒で返送してください。
　記載内容を確認できた方から順に、指定の口
座に振り込みます。

■対象世帯2に該当する世帯

　申請方法について、市ホームペー
ジをご覧いただくか、当給付金窓口
にお問い合わせください。　

■対象
〈免除(全額・一部免除)〉
　下記の1、2いずれかに該当する方
　1被保険者本人、配偶者、世帯主の前年所得が一定
　　基準額(※下表)以下の方
　2失業、倒産、天災などにあったことが書面で確認
　　できる方
〈納付猶予〉
　50歳未満の被保険者で、被保険者本人、配偶者の前
　年所得が一定基準額以下の方

■申請に必要なもの
　□基礎年金番号がわかるもの
　　例年金手帳、基礎年金番号通知書
　□本人確認書類
　　例マイナンバーカード、運転免許証
　□失業を理由とする場合の添付書類
　　例雇用保険被保険者離職票、雇用保険受給資格
　　　者証、雇用保険被保険者資格喪失確認通知書、
　　　雇用保険被保険者資格取得届出確認照会回答書、
　　　退職辞令

　6月末まで保険料の免除・納付猶予を受けていた方で、7月以降も引き続き免除・納付猶予を希望される場
合は、新たに申請が必要です。 ※継続免除該当の方は除きます。

　国民年金保険料の納付が経済的に難しい場合、保険
料の全額または一部が免除、納付が猶予される制度が
あります。
　令和5年度分だけではなく、過去2年1か月までさか
のぼって免除・納付猶予を受けることもできます。
　納付が難しい場合は、お早めにご相談ください。

　65歳から受け取ることができる「老齢基礎年金」や、
事故などで障害を負ったときに受け取ることができ
る「障害基礎年金」などを受け取ることができなくな
る場合があります。

□免除・納付猶予を受けた期間は、年金を受給するた
　めに必要な期間(受給資格期間)に算入されます。
　※一部免除の場合、免除後の保険料を納付しないと
　　受給資格期間には算入されません。
□事故などで障害を負ったときに受け取ることがで
　きる「障害基礎年金」の受給資格を確保できます。
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